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バルブを中心とした
流体制御装置の総合メーカー

効率化を図った業務体制と先進の設備を誇る製造拠点、
中北のハイレベルな製品はここから生まれます。

▲工場全景

▲本館



株主のみなさまへ

代表取締役社長　中 北 健 一

　株主のみなさまには、平素よ
り格別のご高配を賜り厚くお礼
申しあげます。
　さて、当社第89期（平成26
年6月1日から平成27年5月31
日まで）の決算が終了いたしま
したので、ここに「第89期報告
書」をお届け申しあげます。

■事業の概況
（1） 事業の経過および成果
　当期における世界経済は、米国経済が堅調に推移したもの
の、欧州債務問題や一部新興諸国における経済成長の減速な
どもあり、先行き不透明な状況が続きました。
　わが国経済は、平成26年4月の消費税率引上げの影響が
あったものの、政府による経済政策や円安基調の定着を背景
に、企業収益に改善がみられ、雇用環境の改善や設備投資に
も回復の動きがあり、景気は緩やかな回復基調にありました。
　このような経営環境にあって当社は、積極的な顧客訪問に
より客先ニーズの掘り起こしに努め、主要な販売先でありま
す造船業界はもとより、ガスタービン・火力発電用バルブや
既存のプラントの整備用のバルブ、部品の受注にも注力いた
しました。
　その結果、当期における受注高は、18,727百万円（対前
期比1.0%増）となり、187百万円前期を上回りました。品種
別にみますと、自動調節弁8,729百万円、バタフライ弁4,993
百万円、遠隔操作装置5,004百万円となり、対前期比では、
それぞれ237百万円減、481百万円増、56百万円減となり
ました。
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　売上高では、16,768百万円（対前期比8.8%減）となり、
1,618百万円前期を下回りました。品種別では、自動調節弁
9,126百万円、バタフライ弁3,773百万円、遠隔操作装置
3,868百万円となり、対前期比では、それぞれ191百万円増、
945百万円減、865百万円減となりました。輸出関連の売上
高は、2,918百万円となり、前期を460百万円下回りました。
当期末の受注残高は期首に比べて1,959百万円増の11,849
百万円となりました。
　利益面では、経常利益は963百万円（対前期比37.0%減）、
当期純利益は595百万円（対前期比35.1%減）と、内航タン
カーと急速な円安による収益寄与があった前期に比べますと
いずれも大幅な減益となりました。

（2） 対処すべき課題
　国内の景気は緩やかな回復基調にあるものの、造船業界に
おきまして、船種により需給の差と波が大きく、価格競争も
厳しい状況にあります。このような環境のなか、受注獲得に
向けたきめ細かな提案型の営業活動に注力し、不適合・ムダ
の排除による原価低減に努め、生産性向上活動に取り組み、
技能伝承、人材育成をすすめることにより、信頼されるもの
づくり企業として、厳しい競争に勝ち抜いていく所存でありま
す。
　株主のみなさまにおかれましても、引き続きご支援賜りま
すようお願い申しあげます。
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当期中の品種別売上高・受注の状況

自動調節弁
9,126

（54.4％）16,768
（100.0％）

■売上高（百万円）

バタフライ弁
3,773

（22.5％）

遠隔操作装置
3,868

（23.1％）

自動調節弁
8,729

（46.6％）18,727
（100.0％）

■受注高（百万円）

バタフライ弁
4,993

（26.7％）

遠隔操作装置
5,004

（26.7％）

自動調節弁
4,128

（34.9％）11,849
（100.0％）

■受注残高（百万円）

バタフライ弁
3,794

（32.0％）

遠隔操作装置
3,926

（33.1％）
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業績の推移

■受注高（百万円）

25,000

期 別 第86期

20,000

15,000

10,000

5,000

■売上高（百万円）

期 別 第86期

■当期純利益（百万円）
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財務諸表

■貸借対照表（平成27年5月31日現在）
（単位：千円）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

科　目 金　額 科　目 金　額
（ 資 産 の 部 ） 25,346,638 （ 負 債 の 部 ） 5,829,999
流 動 資 産 19,348,074 流 動 負 債 3,598,141

現金及び預金 5,683,826 支 払 手 形 159,375
受 取 手 形 889,871 買 掛 金 2,760,192
電子記録債権 1,141,171 未 払 金 218,075
売 掛 金 5,441,459 未 払 費 用 101,106
有 価 証 券 1,800,196 前 受 金 25,861
製 品 928,685 賞 与 引 当 金 217,000
仕 掛 品 1,326,856 製品保証引当金 100,000
原 材 料 1,499,119 その他の流動負債 16,529
前 渡 金 500,000 固 定 負 債 2,231,858
繰延税金資産 157,159 長 期 借 入 金 1,850,000
その他の流動資産 17,328 退職給付引当金 173,746
貸 倒 引 当 金 △ 37,600 役員退職慰労引当金 45,160

繰延税金負債 97,231
固 定 資 産 5,998,563 資産除去債務 36,635
有形固定資産 3,229,069 その他の固定負債 29,085
建 物 888,525 （ 純 資 産 の 部 ） 19,516,638
構 築 物 154,894 株 主 資 本 19,024,420
機械及び装置 574,445 資 本 金 1,150,000
車 両 運 搬 具 962 資 本 剰 余 金 1,479,586
工具器具備品 58,990 資 本 準 備 金 515,871
土 地 1,551,106 その他資本剰余金 963,715
建 設 仮 勘 定 145 自己株式処分差益 963,715

無形固定資産 20,904 利 益 剰 余 金 16,518,428
ソフトウェアその他 20,904 利 益 準 備 金 287,500

投資その他の資産 2,748,589 その他利益剰余金 16,230,928
投資有価証券 2,601,201 別 途 積 立 金 8,000,000
関係会社株式 29,000 繰越利益剰余金 8,230,928
従業員長期貸付金 10,045 自 己 株 式 △ 123,595
その他の投資 109,810 評価・換算差額等 492,217
貸 倒 引 当 金 △ 1,467 その他有価証券評価差額金 492,217

資 産 合 計 25,346,638 負債純資産合計 25,346,638
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財務諸表

■損益計算書（平成26年6月1日から平成27年5月31日まで）
（単位：千円）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

科　　目 金　　額

売 上 高 16,768,324

売 上 原 価 14,315,511

売 上 総 利 益 2,452,812

販 売 費 及び 一 般 管 理 費 1,672,669

営 業 利 益 780,143

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 82,156

不 動 産 賃 貸 料 86,726

為 替 差 益 14,208

雑 収 入 15,881 198,972

営 業 外 費 用

支 払 利 息 15,357

雑 損 失 427 15,784

経 常 利 益 963,330

税 引 前 当 期 純 利 益 963,330

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 287,000

法 人 税 等 調 整 額 81,027 368,027

当 期 純 利 益 595,302
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（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

（記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。）

株主資本 評価・換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券

評価差額金資本
準備金

その他
資本剰余金 利益

準備金

その他利益剰余金

自己株式
処分差益

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 8,181,542 △ 122,345 18,976,283 205,629

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額 △ 120,593 △ 120,593

会計方針の変更を反映
し た 当 期 首 残 高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 8,060,948 △ 122,345 18,855,690 205,629

当期変動額

剰余金の配当 △ 425,322 △ 425,322

当期純利益 595,302 595,302

自己株式の取得 △ 1,249 △ 1,249

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 286,588

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 169,980 △ 1,249 168,730 286,588

当期末残高 1,150,000 515,871 963,715 287,500 8,000,000 8,230,928 △ 123,595 19,024,420 492,217

■株主資本等変動計算書（平成26年6月1日から平成27年5月31日まで）
（単位：千円）

科　　目 金　　額

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 373,191

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 1,081,896

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △ 426,624

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,028,463

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 2,155,007

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 3,183,470

■キャッシュ・フロー計算書（要旨）（平成26年6月 1 日から
平成27年5月31日まで）

（単位：千円）
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■会社概要

■事業所所在地

■役員

商 号 株式会社　中北製作所

本 店 大阪府大東市深野南町1番1号

会 社 の 設 立 昭和12年5月11日

資 本 金 11億5千万円

主 な 事 業 内 容 自動調節弁、バタフライ弁、遠隔操作装置の製造販売

本 社 ・ 工 場 大阪府大東市深野南町1番1号

電話 072-871-1331（代）

東 京 営 業 所 東京都港区浜松町一丁目27番17号 三和ビル

電話 03-3431-7201（代）

北 九 州 営 業 所 福岡県北九州市小倉北区浅野二丁目11番15号

小倉興産KMM別館

電話 093-531-5481（代）

代 表 取 締 役 社 長 中 北 健 一

代表取締役専務取締役 大 平 文 人

常 務 取 締 役 池 田 昭 彦

取 締 役 水 元 範 男

取 締 役 宮 田 彰 久

取 締 役（ 社 外 ） 川 端 伸 也

常 勤 監 査 役 黒 木 宣 行

監 査 役（ 社 外 ） 小 網 和 秀

監 査 役（ 社 外 ） 大 嶋 文 夫

監 査 役 杉 本 照 明

会社情報（平成27年5月31日現在）

8



発行可能株式総数� 76,164,000株
発行済株式の総数� 19,164,000株
当期末株主数� 1,716名

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
株式会社ミヤキタコーポレーション 2,211 11.70
中北　健一 1,026 5.43
宮田　彰久 572 3.03
黒田　知子 571 3.02
中北　仁子 570 3.02
渡部　育子 570 3.02
中北　　修 550 2.91
宮田　和子 545 2.88
宮田　宏章 531 2.81
株式会社三井住友銀行 432 2.29

■株式の状況

■大株主の状況

株式の状況（平成27年5月31日現在）

（注）	1．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 2．持株比率は、自己株式262,507株を控除して算出しております。
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■株主メモ
事 業 年 度 毎年6月1日から翌年5月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年8月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年5月31日

期 末 配 当 金　毎年5月31日
中 間 配 当 金　毎年11月30日
上記のほか必要ある場合は、あらかじめ公告
して基準日を定めます。

公 告 方 法 日本経済新聞に掲載いたします。
上 場 証 券 取 引 所 株式会社東京証券取引所　市場第2部

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
証券会社の口座をご利用の場合は、三井住友信託銀行株式会社ではお
手続きができませんので、取引証券会社へご照会ください。
証券会社の口座のご利用がない株主様は、下記の電話照会先までご連
絡ください。

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電 話 照 会 先） 0120-782-031

（ インターネット
ホームページURL） http://www.smtb.jp/personal/agency/

index.html

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されてい
なかった株主様には、株主名簿管理人である上記の三井住友信託銀行
株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。特別口座
についてのご照会および住所変更等のお届出は、上記の電話照会先に
お願いいたします。

【上場株式配当等の支払いに関する通知書について】
租税特別措置法の平成20年改正（平成20年4月30日法律第23号）により、 
当社がお支払いする配当金について、配当金額や徴収税額等を記載した 

「支払通知書」を株主様宛にお送りすることとなっております（同封の「配当
金計算書」が「支払通知書」を兼ねることになります）。
なお、「支払通知書」は、株主様が確定申告をする際の添付資料としてご使 
用いただくことができます（株式数比例配分方式を選択されている場合は、 
お取引の口座管理機関（証券会社）へお問い合わせください）。


